
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　貸　借　対　照　表

12,706,901,624 4,419,375,557

現 金 及 び 預 金 3,272,698,718 3,460,914,731

売 掛 金 9,366,235,996 253,954,436

仕 掛 品 6,140,456 47,448,827

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,400,165 213,383,600

前 払 金 4,823,371 86,796,500

前 払 費 用 52,680,664 35,927,413

未 収 利 息 6,657 320,950,050

未 収 入 金 2,915,597 370,102,668

2,108,852,476 91,300,000

有形固定資産 253,046,414 245,322,668

建 物 附 属 設 備 371,857,575 33,480,000

工 具 器 具 備 品 183,876,465 4,789,478,225

減 価 償 却 累 計 額 △ 302,687,626

無形固定資産 203,806,561

電 話 加 入 権 42,616

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 203,763,945 10,026,275,875

投資その他の資産 1,651,999,501 170,000,000

長 期 性 預 金 400,000,000 9,856,275,875

投 資 有 価 証 券 416,399,398 42,500,000

会 員 権 6,800,000 9,813,775,875

繰 延 税 金 資 産 132,242,575 情 報 化 対 策 積 立 金 934,031,143

長 期 前 払 費 用 12,697,738 別 途 積 立 金 4,810,000,000

前 払 年 金 費 用 459,381,570 繰 越 利 益 剰 余 金 4,069,744,732

敷 金 231,278,220

貸 倒 引 当 金 △ 6,800,000 10,026,275,875

14,815,754,100 14,815,754,100

【固 定 負 債】

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税

買 掛 金

賞 与 引 当 金

未 払 金

未 払 費 用

長 期 前 受 金

資産の部合計 負債・純資産の部合計

[別紙１]
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科　　目 金　　額

資産の部 負債の部

役 員 退 任 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

預 り 金

負債の部合計

令和8年3月31日現在

【流 動 資 産】 【流 動 負 債】

※なお、当期純利益は475,252,047円となっております。

（単位：円）

金　　額科　　目

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

利 益 剰 余 金

資 本 金

【株 主 資 本】

科　　目 金　　額

純資産の部

純資産の部合計

【固 定 資 産】
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個 別 注 記 表 

 自 令和 7年 4月 1日  至 令和 8年 3月 31日 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 １．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

     ① その他有価証券（市場価格のないもの） 

移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 貯蔵品    最終仕入原価法による原価法に基づく低価法 

② 仕掛品    個別法による原価法に基づく低価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

  （１）有形固定資産 

     定率法 

      なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっています。 

ただし、平成 28年 4月 1日以降に取得した建物附属設備については、定額法

により償却しています。 

  （２）無形固定資産 

     定額法 

      なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の

基準によっています。 

 ３．引当金の計上基準 

  （１）貸倒引当金 

      債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しています。 

      預託保証金方式のゴルフ会員権については、著しく時価が下落した場合に預

託保証金を下回る額を計上しています。 

  （２）賞与引当金 

      従業員への賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当期に帰属

する額を計上しています。 

  （３）退職給付引当金 

      従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における確定給付企業年金に

よる退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上しています。 

      過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10

年）による定額法により按分した額を費用処理しています。 
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数理計算上の差異は、各年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（10 年）による定額法により按分した額を、発生の翌事業年度か

ら費用処理します。 

  （４）役員退任慰労引当金 

      役員に対する退任慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当事業年度末

要支給額を計上しています。 

 ４．収益及び費用の計上基準 

  （１）売上計上基準 

      売上計上基準は以下の適用としています。 

 事業分野 業務分野（区分） 契約形態 売上計上基準 備考 

開発 ソフトウェア開発・
保守 

請負 検収時  

準委任 作業完了時  

自社商品導入・カス
タマイズ 

請負 検収時  

準委任 作業完了時  

技術者派遣 派遣 作業完了時 現状では対象なし 

運用 運用管理サービス 請負 作業完了時  

準委任 作業完了時  

受託計算 
（ＤＰ） 

受託計算サービス 請負 納品または作業完了時  

データ入力 請負 納品または作業完了時  

準委任 作業完了時  

ハード・
ソフト 

自社商品販売 売買 納品時  

自社商品保守 売買・準委任 
（備考参照） 

保守対象終了時（*） 

（保守開始時より提供
期間にわたる契約の履
行に応じて計上） 

売買：更新ソフトウ

ェア提供 
準委任：その他 

仕入商品販売 売買 納品時  

仕入商品保守 売買・準委
任 
（備考参照） 

保守対象終了時（*） 

（保守開始時より提供
期間にわたる契約の履
行に応じて計上） 

売買：更新ソフトウ

ェア提供等 

準委任：その他 

（*）年額契約の場合、期間按分し当該期間終了時点で売上計上すべきであるが、例年売上
総額に占める割合が僅少で総合的に見て重要性に乏しく、また今後も同様の推移を示
すことが予測される。よって、当該作業を厳密に行う際の負荷を軽減する観点より、
年次保守開始時点での一括計上を可とする。 

 ５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

  （１）消費税等の会計処理 

      消費税等については、税抜経理方式によっています。 

（２）リース取引に関する会計処理 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行

っています。 
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  （３）退職給付会計 

確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度、及び退職一時金制度を設け

ています。 

  （４）ソフトウェア開発費用の会計処理 

      開発中のソフトウエア製品に発生した費用はソフトウェア仮勘定として計上

しています。  

 


